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１．雄物川直轄河川改修事業再評価の流れ 
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平成22年4月1日 
公共事業評価実施要領改定 
（再評価サイクル短縮等） 

平成29年 東北地方整備局事業評価監視委員会において、本結果を報告 

【平成24年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第5回）】 

平成24年12月 事業再評価 雄物川直轄河川改修事業 

【第7回 雄物川水系河川整備学識者懇談会】 

平成26年11月 事業評価 雄物川直轄河川改修事業 
平成26年11月 事業評価 成瀬ダム建設事業 
※費用対効果分析の効率化を適用 

H22.4.1以前 

再評価 ５年毎 

平成25年11月1日 
平成26年4月15日 
費用対効果分析の効率化に関する
運用 

H22.4.1以降 

再評価 ３年毎 

【第11回 雄物川水系河川整備学識者懇談会（今回）】 

平成29年1月 事業再評価 雄物川直轄河川改修事業 
平成29年1月 事業再評価 成瀬ダム建設事業 

【平成21年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第4回）】 

平成22年 1月 事業再評価 雄物川直轄河川改修事業 

整備計画策定時に実施 

前回評価時から３年経過により実施 

成瀬ダム建設事業関連 

凡 例 

【平成22年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第1回）】 

平成22年 7月 事業再評価 成瀬ダム建設事業 

【平成24年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第4回）】 

平成24年 11月 事業再評価 成瀬ダム建設事業 
※ダム事業の検証に係る再評価実施 

（平成26年11月28日 雄物川水系河川整備計画策定） 



雄物川水系における河川事業の経緯・概要 



２．事業の概要（事業の経緯） 
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主な出水・災害と治水計画 

H 2.10 玉川ダム竣工 

H 3. 4 成瀬ダム直轄移行（H9.4事業化） 

H 6. 6 工事実施基本計画改定（全川計画） 

      椿川：計画高水流量8,700m3/s 

        （基本高水流量9,800m3/s） 

      ダム名等の記載にかかる部分改定 

H19. 9 洪水（前線） 

椿川上流平均2日雨量157mm 
椿川流出量 3,121m3/s 
床上浸水35戸，床下浸水238戸 

H20. 1 河川整備基本方針策定 

      椿川：計画高水流量8,700m3/s 

        （基本高水流量9,800m3/s） 

H23. 6 洪水（前線） 

椿川上流平均2日雨量168mm 
椿川流出量 3,463m3/s 
全壊戸数1戸 
床上浸水120戸，床下浸水325戸 

S44.10 大曲捷水路完成・通水 

M43. 9 洪水（前線） 
T 6.   直轄編入（河口～椿川地点） 
T 6. 9 下流部（椿川地点下流） 当初計画 
      河 口：計画高水5,565m3/s 
S13. 4 雄物川放水路完成・通水 
S18.   直轄編入（玉川合流点上流20km 

          ～皆瀬川合流点、皆瀬川9km、成瀬川3km） 
S18. 9 上流部（雄物川橋上流） 当初計画 

      雄物川橋：計画高水3,500m3/s 

S19. 7 洪水（前線） 
椿川上流平均2日雨量222mm 
死者11名、流出・全壊戸数19戸 
浸水家屋7,279戸 

S22. 7 洪水（前線）  戦後最大 
椿川上流平均2日雨量238mm 
死者・行方不明者11名、流出・全壊戸数308戸 
床上浸水13,102戸，床下浸水12,259戸 

S26.   直轄編入（玉川合流点～上流20km） 

S26. 9 第１次流量改定（神宮寺上流） 

      神宮寺：計画高水流量7,900m3/s 

S32. 4 第２次流量改定（神宮寺上流） 

      神宮寺：計画高水流量6,800m3/s 

      鎧畑ダム、皆瀬ダム計画決定による見直し 

S32.10 鎧畑ダム竣工（S33. 8 管理業務が秋田県に移管） 
S38. 6 皆瀬ダム竣工（S38.11 管理業務が秋田県に移管） 

S41. 6 工事実施基本計画策定 

      神宮寺：計画高水流量6,800m3/s 

      河川法改正による見直し 

S44.   直轄編入（強首地区～玉川合流点、玉川1km） 
S45.    直轄編入（椿川地点～強首地区、玉川9.8km） 
S47. 7 洪水（前線） 

椿川上流平均2日雨量182mm 
椿川流出量 3,298m3/s 
流失・全壊戸数4戸 
床上浸水1,465戸，床下浸水3,439戸 

S49. 4 工事実施基本計画改定（全川計画） 

      椿川：計画高水流量8,700m3/s 

        （基本高水流量9,800m3/s） 

      S47.7洪水等や流域内の開発状況を鑑み見直し 

S54.   直轄編入（皆瀬川合流点～上流18.5km） 
S62. 8 洪水（前線） 

椿川上流平均2日雨量157mm 
椿川流出量 3,258m3/s 
床上浸水534戸，床下浸水1,040戸 

S63. 3 工事実施基本計画改定（全川計画） 

      椿川：計画高水流量8,700m3/s 

        （基本高水流量9,800m3/s） 

      計画高水位、計画横断形、堤防高の部分改定 

S30. 6 洪水（前線） 
椿川上流平均2日雨量156mm 
椿川流出量 3,811m3/s 
死者・行方不明者8名、流出・全壊戸数23戸 
床上浸水11,522戸，床下浸水21,067戸 

●中流部（大曲捷水路、強首輪中堤） 

●下流部（雄物川放水路、新屋水門）  

●上流部 （特定構造物改築） 

大久保堰改築：H18完成 

改築後 

旧雄物川 

雄物川放水路 

●洪水調節施設 

旧河道 

捷水路 

大仙市 

・中流部の流下能力の確保、氾濫防止のため整備 

・下流部の洪水被害軽減のため整備 

・中流及び下流部の洪水被害軽減のため整備 ・上流部の流下能力阻害となる構造の固定堰（頭首工）を改築
して治水安全度向上を目指した整備 

改築前 

湯沢統合堰：湯沢頭首工・幡野弁天頭首
工を統合H23完成 

玉川ダム（H2完成） 

鎧畑ダム（S32完成） 皆瀬ダム（S38完成） 

改築後 

新屋水門 

旧雄物川 

雄物川本川 

強首輪中堤（H14完成） 

雄物川放水路（S13完成・通水） 新屋水門（S13完成） 

大曲捷水路（S44完成・通水） 

輪中堤 

・旧川との分流点のため整備 

・氾濫被害防止のため整備 

これまでの治水対策 

H26.11 河川整備計画策定 

      椿川：河道配分流量6,800m3/s 

        （整備計画目標流量7,100m3/s） 

赤字は主な洪水、黄色囲みは流量変更に伴う事項 

湯沢統合堰
改築事業

玉川ダム 

鎧畑ダム 

皆瀬ダム 

成瀬ダム 

  （建設中） 

雄物川放水路 

大曲 
捷水路 

特定構造物改築 

主な事業箇所位置図 

河口 

雄物川橋 基準地点 

流  域  界 

県        境 

市町村境 

主要地点 

凡  例 
： 
： 
： 
： 
： 

強首輪 
中堤 

新屋水門 

椿川 

中
流
部
②

 

大曲 

H23.6洪水の

被害について
、全壊戸数1

戸を追加、ｐ７
と整合を図る 



○河道掘削等

・河道の断面積を拡大するための河道掘削。 
・流下能力を阻害する堰の対策検討。 

鳥類の繁殖時期等を避けて工事を実施

し、生息環境を保全 

平水位以上の掘削を基本とし、

魚類等の生息環境を保全 

草原性鳥類の繁殖地となっているヨシ

群落を極力保全し河道掘削を実施 

細流等、トミヨ属等の生息

する湧水環境等の保全、

瀬や淵の保全、ワンド・た

まりの創出・復元・保全 

掘削形状等の工夫に

より、河原を保全 

ハリエンジュ（外来種）

の伐採 

「河川水辺の国勢調査」等の環境モニ

タリング調査を継続して実施 

トミヨ属雄物型等 

オオヨシキリ等 

平水位 

２．事業の概要（整備目標と主な整備内容） 
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 過去の水害の発生状況、流域の重要度、これまでの整備状況等を総合的に勘案し、雄物川水系河川整備基本方針に定めた目
標に向けて、上下流及び本支川の治水安全度のバランスを確保しつつ段階的かつ着実に河川整備を実施し、洪水による災害
の発生の軽減を図ることを目標とする。

 昭和以降に発生した代表的な洪水（S19.7・S22.7洪水等）と同規模の洪水に対して、外水氾濫による浸水被害の軽減を図る
ことが可能となる。

○堤防の量的整備 ○堤防の質的整備
・洪水を安全に流下させるための堤防を整備。 ・堤防の浸透に対する安全性を確保する堤防の整備。 

・地震に対する安全性を確保する堤防の整備。 

堤防の量的整備イメージ 

整備の内容：堤防新設 

整備の内容：堤防腹付 
・嵩上げ 

4m 

4m 

1.2m 

1.2m 

堤防未整備 

計画断面不足 

堤防の質的整備断面イメージ 

川表（湖側） 

川裏（堤内） 

護岸工 

降雨の浸透を防ぐ 
侵食破壊を防ぐ 

河川からの浸透水を防ぐ 

遮水シート 

雄物川の概要 
・幹川流路延長 ：１３３km 
・流域面積    ：４,７１０km2

・流域内市町村人口 ：約６０万人（H27国勢調査） 
・市町村 ：５市２町１村 （秋田市、大仙市、仙北市、横手市、湯沢市、美郷町、羽後町、東成瀬村） 

事 業 区 間 
雄物川、玉川、皆瀬川（秋田市、大仙市、横手市、湯沢市、羽後町） 
大臣管理区間 約146km 

建 設 事 業 着 手 大正6年(国管理編入(河口～椿川)) 

事 業 評 価 対 象 開 始 年 度 平成25年度 

評 価 対 象 期 間 平成25年度～平成54年度 

全 体 事 業 費 約1,080億円(税込み) 

○洪水調節施設
（雄物川水系河川整備計画に位置づけられているが、雄物川直轄河川改
修事業には含まない） 

成瀬ダム完成イメージ 

河道掘削イメージ 

【成瀬ダム建設事業】 
・洪水調節、流水の正常な機能の維持、かんがい用水の供給を目
的とした多目的ダム。昭和58年に秋田県により実施計画調査を開始
し、平成3年に国直轄事業に移行後、平成9年に建設事業に着手。 

洪水調節施設
の文章を一部
修正。

イメージと文章
が重なっている
ためイメージを
縮小



事業を巡る社会経済情勢等の変化 



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化（１） 
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これまでの主な洪水は、昭和22年7月、昭和47年7月、昭和62年8月洪水等により甚大な被害が発生。 
近年においても、平成19年9月、平成23年6月洪水により被害が発生。 

○過去の災害実績 

雄物川における主な洪水 

洪水生起年月 気象状況 

基準地点椿川 

被害状況※ 
流域平均 

2 日雨量

(mm) 

ピーク流量 

(実績流量※) 

(m3/s) 

明治 27 年 8 月 前線の停滞 － ― 
死者・行方不明者 334 名、流失・全壊戸数

1594 戸、浸水 18,947 戸 (2) 

明治 43 年 9 月 前線の停滞 206 － 
流失・全壊戸数 6 戸、 (2) 

床上浸水 5,247 戸、床下浸水 2,770 戸 

昭和 19 年 7 月 前線の停滞 222 ― 
死者 11 名、流失・全壊戸数 19 戸、 (2) 

浸水家屋 7,279 戸 

昭和 22 年 7 月 前線の停滞 238 ― 
死者 11 名、流失・全壊戸数 308 戸、 (2) 

床上浸水 13,102 戸、床下浸水 12,259 戸 

昭和 22 年 8 月 前線の停滞 158 ― 
死者 7 名、流失･全壊戸数 113 戸 (2) 

床上浸水 4,335 戸、床下浸水 7,631 戸 

昭和 30 年 6 月 前線の停滞 156 3,811 

死者・行方不明者 8 名、 (2) 

流失・全壊戸数 23 戸 

床上浸水 11,522 戸、床下浸水 21,067 戸 

昭和 40 年 7 月 前線の停滞 126 2,807 
流失・全壊戸数 9 戸、 (1) 

床上浸水 2,885 戸、床下浸水 10,162 戸 

昭和 41 年 7 月 前線の停滞 132 2,218 床上浸水 255 戸、床下浸水 1,181 戸 (1) 

昭和 44 年 7 月 前線の停滞 142 2,485 床上浸水 158 戸、床下浸水 2,147 戸 (1) 

昭和 47 年 7 月 前線の停滞 182 3,298 
流失・全壊戸数 4 戸、 (3) 

床上浸水 1,465 戸、床下浸水 3,439 戸 

昭和 54 年 8 月 前線の停滞 135 2,693 
流失・全壊戸数 1 戸、 

床上浸水 77 戸、床下浸水 1,001 戸 (1) 

昭和 56 年 8 月 台風 15 号 126 2,283 床上浸水 2 戸、床下浸水 9 戸 (1) 

昭和 62 年 8 月 前線の停滞 157 3,258 床上浸水 534 戸、床下浸水 1,040 戸 (1) 

平成 14 年 8 月 前線の停滞 126 2,303 床上浸水 159 戸、床下浸水 351 戸 (3) 

平成 19 年 9 月 前線の停滞 157 3,121 床上浸水 35 戸、床下浸水 238 戸 (1) 

平成 23 年 6 月 前線の停滞 168 3,463 
全壊戸数 1 戸、 

床上浸水 120 戸、床下浸水 325 戸 (1) 

平成 27 年 9 月 低気圧 114 1,766 床下浸水 1 戸 

 

[横手市大雄地区] 

昭和22年7月洪水 

[大仙市刈和野地区] 

平成19年9月洪水 

昭和47年7月洪水 

[大仙市花館地区] 

[大仙市刈和野地区] 

昭和62年8月洪水 

[大仙市寺館大巻地区] 

平成23年6月洪水 

昭和62年8月洪水 

[大仙市強首地区] 

 

 

 

【出典】（1）秋田県消防防災課調べ、（2）秋田県災害年表、（3）水害統計から記載 

※被害状況：死者・行方不明者、流失・全壊戸数には土砂災害を含む場合が有る（昭和 30 年代以前は内訳不明。 

平成 23 年の全壊戸数 1 戸は土砂災害による）床上浸水戸数、床下浸水戸数には内水によるものを含む 

※実績流量：観測水位から HQ 式を用いて算定 
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○地域開発の状況（事業に係わる地域の人口、資産等の変化） 
 秋田県の人口は近年減少傾向にあり、雄物川流域内市町村の人口も減少傾向にある。また、秋田市の人口も平成17年国勢調査以降は減少に転じている。 
 秋田県全体の米収穫量、稲作の作付面積は全国3位を誇り、そのうち雄物川流域の稲作作付面積は秋田県の約半分を占めている。 
 秋田県は人口に占める農家人口比率について、全国第1位となっており、雄物川流域市町村でも17.8％と高い割合を示す等、雄物川は農業との関わりの深

い河川である。 

（出典）国勢調査 
 ※平成27年は速報値 

出典：平成27年産水陸稲の収穫量（農林水産省） 
平成27年産水稲市町村別収穫量（秋田県） 出典：平成28年版 あきた100の指標（秋田県） 

出典：平成27年度 農林水産関係県別データ(農林水産省) 
   平成27年産水稲市町村別収穫量（秋田県） 

秋田県と雄物川流域内市町村人口の推移 

米 の 収 穫 量 

稲作の作付面積 

農家人口比率 



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化（３） 
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○災害発生時の影響（洪水氾濫による社会的な影響） 
 事業実施前において整備計画規模の洪水が発生した場合、浸水想定範囲内人口は約42,600人と想定され、整備計画に基づく整備により被害が軽減される。 
 中流部①における浸水範囲においては、保育園や小学校など災害時要援護者施設、消防署等の防災拠点、道路・鉄道の主要交通網があることから、洪水氾

濫により公共施設や交通等の機能が失われる可能性がある。 

中流部①における浸水想定範囲 

○中流部の浸水被害 
 ・浸水面積約4,900ha 
 ・床上約1,900世帯,床下約200世帯 
 ・秋田新幹線、国道13号 

整備計画規模の洪水が発生した場合の浸水想定範囲 

※秋田県大仙市神岡地区付近 

警察 国道13号 

秋田新幹線 

玉川 雄物川 

岳見橋 

保育園 

小学校 

福祉施設 

幼稚園 

消防署 

雄物川 

椿川 

玉川 

雄物川 

右の写真の範囲 

警察 国道13号

秋田新幹線

玉川雄物川

岳見橋

保育園

小学校

福祉施設

幼稚園

消防署

タイトルが事業実施による被害
軽減効果→整備計画規模の洪

水が発生した場合の浸水想定
図に修正（済） 
中流部「①」に修正（済） 

 

国
道

1
3
号
線

雄物川

保育園・小学校等
福祉施設
警察・消防
市役所・公共施設

椿川

玉川

雄物川

下の写真の範囲 

現状で目標とする規模の洪
水が発生した場合の浸水
想定範囲 右の写真の範囲 

浸水想定範囲 

浸水想定範囲 



事業の進捗状況 



下流部

中流部①

中流部②

上流部

下流部

中流部①

中流部②

上流部

整備計画概ね３０年間
［整備スケジュール］

整備内容

固定堰等改築

洪水調節施設

河道掘削

前期整備（当面の整備） 後期整備

築堤

危機管理型ハード対策

質的整備

４．事業の進捗状況（１） 
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 平成26年11月に雄物川水系河川整備計画が策定され、段階的に整備を進めている。昭和19年7月洪水や昭和22年7月洪水と同規模の洪
水が発生した場合、甚大な被害が生じることが予想されるため、堤防整備や河道掘削による抜本的な対策が必要である。 

【現状と課題】 

 治水安全度の低い中流部の無堤地区の整備（昭和62年8月洪水対応）を優先。下流部への流量増に対応するため、下流部の河川整備と
進捗調整し実施する。 

【主な事業内容（H25～H36）】 

 最下流に位置する県都秋田市街地における資産集積等の重要性を考慮し、下流の河道掘削及び中流部の堤防を段階的に整備する。 
 上流区間の暫定堤で流下能力が不足している箇所において堤防整備後、固定堰を改築。 
 堤防の浸透等に対する安全性を確保するため、質的整備を実施。 

【主な事業内容（H37～H54）】 

整備区間位置図 

H25 

上中流の流出量増に対応（樹木伐採） 

現況 前期整備 （昭和62年8月洪水整備完了） 整備計画（昭和19年7月洪水整備完了） 

H28 H36 H54 

S62.8洪水対応 

無堤区間の解消→S62.8洪水対応堤の整備 

雄物川及び皆瀬川・成瀬川流量低減→成瀬ダムの建設 

暫定堤・完成堤の整備 

無堤区間の解消→完成堤の整備 

S62.8洪水 
浸水地区対策完了 

水位の低減→固定堰の改築 

掘削土を築堤土に利用 
（河道掘削・樹木伐採） 

掘削土を築堤土に利用 
（河道掘削・樹木伐採） 

堰の改築の概ねの時
期が行程でわかるが
問題ないか？（済） 

対策検討 



４．事業の進捗状況（２） 
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 河川整備計画策定時から平成27年度末までに、未施工区間のうち約1.7ｋｍを解消し、河道掘削が約0.3ｋｍ進捗している。 
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17.9km
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危機管理型ハード対策 
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法尻補強 
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※白字は整備計画策定時（H26年度末）
の流下能力 固定堰等改築 

対策検討対象固定堰 進捗状況 

山田頭首工 検討中 

約1.7km未施工 
区間を解消 

約0.3kmの進捗 

堰の進捗状況
を検討中に修
正（済） 12 
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左手子地区河道掘削状況 
（平成28年7月） 

西板戸地区堤防整備状況 
（平成28年7月） 

新波地区堤防整備状況 
（平成28年7月） 

凡 例 

：堤防量的整備 
：堤防質的整備 
：計画断面堤防 
：整備必要区間 
：未施工 
：河道掘削箇所 

【強首地区】 
平成26年度概成 
（HWL-2m堤防） 

【西板戸地区】 
平成28年度概成予定 

（HWL堤防） 

【寺館大巻地区】 
平成27年度概成 
（HWL-2m堤防） 

雄物川中流部における事業進捗状況 

 前期整備として、昭和62年8月洪水規模が安全に流下できるよう、治水安全度の
低い中流部において、築堤及び河道掘削を実施。 

 現在は強首地区及び寺館大巻地区の一部が概成しており、今年度末には西板戸地
区も概成する予定である。 

【強首地区】
平成26年度概成
（HWL-2m堤防）

【西板戸地区】
平成28年度概成予定

（HWL堤防）

【寺館大巻地区】
平成27年度概成
（HWL-2m堤防）

雄物川中流部における事業進捗状況

整備事業メニュー 

：堤防量的整備 
：堤防質的整備 
：河道掘削箇所 

堤防の現況 

：計画断面堤防 
：整備必要区間 
：未施工 

大仙市が見
えないので
矢印の位置
を変更（済） 



４．事業の進捗状況（４） 
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河川水が越流し、越流水により
川裏のり尻が洗掘される

越流による堤防決壊のメカニズム

さらに堤防の崩壊が進み、
堤防が決壊する

越流水により裏のりの
崩壊が進む

「のり尻」
「のり肩」

の対策が
有効

のり肩対策（天端舗装） 

のり尻対策（コンクリートブロック張り） 

裏法尻の補強 天端舗装 

延長 事業費 延長 事業費 

26.9km 約22億円 17.9km 約3億円 

 「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、「危機管理型ハード対策」として、堤防法肩
を舗装、裏法尻をブロック等で補強し、越水した場合には洗掘の進行を遅らせること
により、決壊までの時間を少しでも延ばす。 

のり尻 

のり肩 

※「整備中」については現在施工中の箇所で 
 あり、平成28年度内に完成する予定。 
 「整備予定」については平成29年度以降に 
  着手予定の箇所。 

横手市 

横手市が※書きで見
えないため修正（済） 

裏法尻の補強の表を
位置図の色に修正（
済） 

深掘れ→洗掘に修正
（済） 



事業の投資効果・費用対効果分析 
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５．事業の投資効果【事業実施による被害軽減効果】 
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○河川整備計画概ね30年間の効果（河道改修+成瀬ダム) 

  整備実施後には、河川整備計画で目標とする規模の洪水（昭和19年7月洪水等）に対して、外水氾濫による浸水被害が軽減される。 
 整備計画規模の洪水が発生した場合、浸水範囲内世帯数は約14,600戸、浸水面積は約11,200ha、人口は約42,600人と想定され、事業の実

施により家屋浸水被害が解消、水田等農地についても浸水被害が軽減される。 

全地点破堤成瀬ダムありの効果 
→前回に戻る 

整備計画策定時点 
約14,600戸 
被害軽減 

約11,100ha 
被害軽減 

約42,600人 
被害軽減 

事業実施後（河道改修+成瀬ダム） 

河川整備計画で目標とする規模の洪水が発生した場合の浸水想定範囲 
河川整備計画で目標とする規模の洪水発生時の外水氾濫による被害状況 

（整備計画策定時点→概ね30年後） 

※事業実施後の評価は「雄物川直轄河川改修事業」と
「成瀬ダム建設事業」が完了することによる効果 
※越水または堤防の決壊の危険性のあるすべての箇所
について氾濫した場合の浸水の範囲を重ね合わせて最
大の範囲を示している。 
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５．事業の投資効果【事業実施による被害軽減効果】 
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○前期整備（当面の整備+成瀬ダム整備）の事業効果 

 前期整備（当面の整備+成瀬ダム整備）の実施後は、河川整備計画で目標とする規模の洪水（昭和19年7月洪水等）に対して浸水被害が軽
減される。 

【前期整備（当面の整備）の主な内容】 
・中流部①の河道掘削 
・中流部①の築堤 
・成瀬ダムの整備 

玉川合流地点下流における前期整備前後の浸水世帯数 玉川合流地点下流における前期整備前後の浸水想定面積 

H36整備完了時点 
湛水深及び範囲の減少 

整備計画策定時点 



前回評価（H26年度）と今回（H28年度）の費用便益比（B/C）の変化要因は以下のとおり。 
①総便益(B)については、「資産データ及び評価額等の更新」が主な変動要因になっている。 
〔総便益が増加〕 
 H23年家屋評価額：144.0千円/m2 （秋田県） 
 H27年家屋評価額：169.5千円/m2 （秋田県）→約2割増加 
②総費用(C)については、危機管理型ハード対策による費用を計上している〔総費用が増加〕 

６．費用対効果分析（算定条件の設定） 
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○河川整備計画概ね30年間の効果 

前回の検討（H26）  今回の検討（H28）  

整備計画策定時（H24時点） 
・当面の整備後（H31時点） 
・整備計画河道（H54時点）  

整備計画策定時（H24時点） 
・現況河道（H27時点） 
・前期整備（当面の整備）後（H36時点） 
・整備計画河道（H54時点）  

②資産データ、評価額等の更新  

・評価規模：河川整備基本方針規模 
・維持管理費：新たに完成する治水施設の管理に必要な維持費を 
積み上げ計上 
・資産データ：H17国勢調査、H18事業所統計、H17延床面積を使用 
・評価額：H23年評価額 
※年平均被害軽減期待額：「整備計画」「当面事業」の2時点で算出 
※治水経済調査マニュアル（案）〔平成17年4月〕に基づき算出 
・消費税込みで算出  

・評価規模：河川整備基本方針規模 
・維持管理費：新たに完成する治水施設の管理に必要な維持費を 
積み上げ計上 
・資産データ：H22国勢調査、H24経済センサス、H22延床面積を使用 
・評価額：H27年評価額 
※年平均被害軽減期待額：「整備計画」「残事業」「前期事業」の 
3時点で算出 
※治水経済調査マニュアル（案）〔平成17年4月〕に基づき算出 
・消費税抜きで算出 

※変更点赤書き 

当面の整備を文章
に追加（済） 



項  目 

前回評価 今回評価 

全体事業 
〔H25～H54〕 

全体事業 
〔H25～H54〕 

残事業 
〔H29～H54〕 

前期整備（当面
の整備）事業 
〔H29～H36〕 

Ｃ
費
用 

建設費 [現在価値化] ①  612億円 715億円 534億円 236億円 

維持管理費 [現在価値化] ②  27億円 36億円 16億円 6億円 

総費用 ③=①+② 639億円 751億円 549億円 242億円 

Ｂ
便
益 

便益 [現在価値化] ④  2,455億円 2,899億円 1,325億円 784億円 

残存価値 [現在価値化] ⑤  28億円 26億円 26億円 17億円 

総便益 ⑥=④+⑤ 2,483億円 2,925億円 1,350億円 801億円 

費用便益比(CBR) Ｂ／Ｃ 3.9 3.9 2.5 3.3 
純現在価値(NPV) Ｂ－Ｃ 1,844億円 2,175億円 801億円 559億円 

経済的内部収益率(EIRR)  35.7% 40.9% 15.5% 16.9% 

６．費用対効果分析（費用便益比）【整備計画・残事業】 
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○評価基準年次：平成28年度（前回評価基準年：平成24年度） 
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施
設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期
待額を割引率を用いて現在価値化したものの総和 
・残存価値：将来において施設が有している価値 
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施
設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を割引率を用いて
現在価値化したものの総和 
・建設費：雄物川水系の改修に要する費用（残事業は、H29年度以降） 
※実施済の建設費は実績費用を計上 
・維持管理費：雄物川水系の維持管理に要する費用 
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%
とする 

前回評価との主な変更点 
・評価基準年の変更 
・整備計画変更に伴う建設費及び維持管理費の見直し 
・消費税の取り扱いを変更 

消費税の取り扱いについて 
事業の費用のうち、原則、工事費（本体工事費・附帯工事費）、
間接経費および維持管理費については、消費税相当額を控除する
。 

※表示桁数の関係で計算値が一致しないことがあります。 
当面の整備を文章
に追加（済） 

前回評価の税抜きを
削除、代わりに残事
業を追加。（残事業
なし） 

表の税込み税抜き
は削除。（済） 
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前回評価(H26) 事業費+維持管理費 現在価値化前
今回評価(H28) 事業費+維持管理費 現在価値化前
前回評価(H26) 事業費+維持管理費 現在価値化後(累加)
今回評価(H28) 事業費+維持管理費 現在価値化後(累加)

６．費用対効果分析（費用及び便益の増理由） 

20 

前回の検討（H26）  今回の検討（H28）  

①費用  

現在価値化前 
・総費用1,055億円(税込み) 
 
 
 
・維持管理費：総額131億円(税込み) 
 

現在価値化前 
・総費用1,055億円+危機管理型ハード対策25億円=1,080億円(税込み) 
・消費税を控除した総費用1,028億円(税抜き)  
 ⇒消費税込み同士の比較で約2%の増 
 
・維持管理費：総額130億円(税抜き) 総額140億円（税込み） 
 ⇒維持管理費の実績を考慮したため、消費税込みで若干の増となる 

②便益 

現在価値化前 
・便益9,888億円(税込み) 
 
 
 
・残存価値28億円  (税込み) 

現在価値化前 
・便益10,191億円 (税抜き) 
⇒約3%便益増加（税込みと税抜きの比較であるため、実際は3%以上の増加） 
 家屋評価額20%増加に伴い一般資産額が増加が要因と想定 
 
・残存価値26億円 (税抜き) 
⇒消費税を除いても同等の費用 

費用 

便益 
現在価値化の結果、前回評価時（H26）
と今回評価時（H28）における費用と便
益の変化率が同等となり、B/Cの値に変
化がなかった。 
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前回評価(H26) 便益 現在価値化前
今回評価(H28) 便益 現在価値化前
前回評価(H26) 便益 現在価値化後(累加)
今回評価(H28) 便益 現在価値化後(累加)

投資金額が大きく、現在価値化後の金額が増加 

H26 H28 変動率 

費用現在 
価値化（累計） 

63,900 75,066 117% 

便益現在 
価値化（累計） 

245,525 289,879 118% 

投資金額の実績に応じて便益も発生 

（単位：百万円） 



コスト縮減や代替案立案等の可能性 



７．コスト縮減や代替案立案等の可能性 
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河川整備計画については、地形的な制約条件、地域社会への影響、環境への影響、実現性及び経済性等を踏まえ、有識者や地域住民の意
見を伺い、策定するものである。 

河川改修等の当面実施予定の事業については、その手法、施設等は妥当なものと考えているが、将来における社会・経済、自然環境、河
道の状況等の変化や新たな知見・技術の進歩等により、必要に応じて適宜見直す可能性もある。 

○代替案等の立案の可能性 

河道掘削により発生した土砂を築堤材料等に流用し、工事のコスト縮減を図る。 

雄物川では、堤防除草で発生した刈草や、樹木伐開で発生した伐採木を地域住民に無償提供し、従来廃棄物として処分していたものを有
効活用していただくことにより処分費等のコスト縮減を図る。 

○コスト縮減の方策 

 築堤土に流用築堤土に流用

河道掘削河道掘削

築築 堤堤

築堤土に流用築堤土に流用

河道掘削河道掘削

築築 堤堤

 

刈草を家畜の飼料や肥料の材料などに利用 刈草の無償提供 

掘削土を築堤材として利用 河道掘削 仮置及び粒度調整 堤防盛土 

コスト縮減について、ど
の程度の縮減となるかＱ
＆Ａで整理（土砂利用、
刈草それぞれ） 



地域との協力関係 
 

（雄物川大規模氾濫時の減災対策協議会等） 



８．地域との協力関係（水防災意識社会の再構築） 
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 関東・東北豪雨（平成27年9月洪水）を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川と
その沿川市町村において、平成32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取り組みを行っている。 

 雄物川で「住民目線のソフト対策」を推進するために、県、市町村、国等の関係機関が協議・情報共有を行うことを目
的に、「雄物川大規模氾濫時の減災対策協議会」を新たに設立した。 

第2回協議会開催状況（平成28年8月9日） 

減災のための目標

■５年間で達成すべき目標

雄物川は、これまで幾度となく水害が発生し、その降雨特性や地形特性により一

旦氾濫すると浸水が長期化する。また、洪水特性の異なる支川が交互に合流し、降

雨によっては急激な水位上昇が生ずるため、迅速な防災行動が求められる河川で

あることから、今後、発生しうる大規模水害に対し『動かす・ねばる・戻す』ことにより、

氾濫被害の最小化を目指す。

動かす…「避難しなくても大丈夫」という行政・住民の気持ちを動かし、住民を避難へと
動かす

ねばる…浸水域から遠く離れた避難場所まで逃げる時間を稼ぐ水防活動で、ねばる

戻 す…地域社会を一日でも早く元の状態に戻す

雄物川大規模氾濫時の減災対策協議会 スケジュール（予定）

【協議会】

第１回 平成２８年５月３１日
•現状の把握
各機関の取組状況
洪水対応における課題

•減災のための目標の設定
•「取組方針」の検討の進め方を決定

第２回 平成２８年８月９日
•「取組方針」の策定

第３回 平成２９年５月頃
• 「取組方針」に基づく取組の進捗状況の
確認

【幹事会】

平
成
28
年
度

を共有

「雄物川の目標・取組方針」の公表

第１回 平成２８年７月８日

•各機関から今後の取組み（案）を報
告
•「取組方針」（案）の検討

第２回 平成２８年７月２７日
•「取組方針」（案）の作成

※毎年、本格的な出水期前（５月頃）に協議会を開
催し、フォローアップを行う。

平成29
年度以降

第３回 平成２９年３月頃
•取組の進捗状況のとりまとめ

【委員構成】 

秋田市長   秋田県 総務部 危機管理監 

横手市長       建設部 部長 

湯沢市長       秋田地域振興局長 

大仙市長       仙北地域振興局長  

仙北市長       平鹿地域振興局長 

美郷町長       雄勝地域振興局長 

羽後町長   気象庁 秋田地方気象台長 

東成瀬村長  国土交通省 秋田河川国道事務所長 

             玉川ダム管理所長 

             湯沢河川国道事務所長 

減災のための目標

■５年間で達成すべき目標

雄物川は、これまで幾度となく水害が発生し、その降雨特性や地形特性により一

旦氾濫すると浸水が長期化する。また、洪水特性の異なる支川が交互に合流し、降

雨によっては急激な水位上昇が生ずるため、迅速な防災行動が求められる河川で

あることから、今後、発生しうる大規模水害に対し『動かす・ねばる・戻す』ことにより、

氾濫被害の最小化を目指す。

動かす…「避難しなくても大丈夫」という行政・住民の気持ちを動かし、住民を避難へと
動かす

ねばる…浸水域から遠く離れた避難場所まで逃げる時間を稼ぐ水防活動で、ねばる

戻 す…地域社会を一日でも早く元の状態に戻す

【主な意見内容】 

 ■湯沢市 副市長 

  ・「関係機関が連携した水防訓練・水防団同士の連絡体制の再確認の実施」 

   について、関係機関は市町村のみとなっているが、県と国を含む協議会 

   機関全体の連携として取り組むべき。   

 ■美郷町長 

  ・雄物川本川で被害が出る場合は、支川の県河川でも被害が発生すること 

   から、国管理と県管理の情報の整合や連携が大事と考えられるので、 

   取組方針に参考として添付している水位に関する情報は、国のみだけで 

   はなく、県管理部分についても追加してもらいたい。 

  ・取組の中で国のハード対策があるが、今後、県区間についても同様の 

   対策が必要と考えられ、国との連携もお願いしたい。 

 ■横手市長 

  ・流域全体の水情報を広く共有できるようにしてもらいたい。 

■５年間で達成すべき目標 



８．地域との協力関係（雄物川の減災に係る取組方針（概要）（平成28年8月9日策定）） 
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■目標達成に向けた３本柱の取組 
 雄物川において河川管理者が実施する堤防整備等の洪水氾濫を未然に防ぐ対策（ハード対策）に加え、国・
県・市町村・気象台が一体となって、以下の取組（住民目線のソフト対策）を今後5年間で実施。 

ソフト対策の主な取組
①逃げ遅れゼロに向けた迅速な情報発信と避難の誘導

■平時からのリスク情報の周知や防災教育・訓練等に関する取

組

・タイムラインを活用したロールプレイング等のリアリティのある
防災訓練の実施
・大洪水から70年・30年キャンペーン「忘れた頃にやってくる雄
物川水害」を実施

・水害リスクの高い区間における地域住民が参加する共同点検
や避難訓練の実施

・水害リスクを共有するための教育機関等と連携した防災教育
の実施

■発災時の迅速かつ確実な避難に関する取組
・住民の避難行動に着目した各市町のタイムラインの運用

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の
改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図、氾濫シミュレー
ション、家屋倒壊等氾濫想定区域（雄物川・玉川・丸子川・横手
川・皆瀬川・成瀬川）の公表

・住民の主体的避難を促す情報伝達手段の拡充（防災メール、
防災ラジオ、SNS等）
・プッシュ型の洪水予報等の情報発信

・想定最大規模の洪水での避難計画を考慮したハザードマップ
の作成・周知

②氾濫被害の防止や軽減、避難時間の確保の
ための情報共有と水防活動の強化

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化に関
する取組
・流域内の関係機関が防災情報を共有できる体制を整備

・関係機関が連携した水防訓練・水防団同士の連絡体制
の再確認の実施
・重要水防箇所の合同巡視
・水防資機材の保有状況の確認

■既存ダムを最大限活用した防災体制の強化に関する取組

・既存ダムが柔軟な対応ができるように、予測も含めたより
広域的な下流域の情報を共有できる体制を整備

③日常生活及び社会経済活動の一刻も早い
回復を可能とする排水活動

■排水活動及び訓練、施設運用に関する取組

・排水施設等の情報共有、浸水区域内の自然勾配を踏ま
えた排水の検討を行い、大規模水害を想定した氾濫時の
緊急排水計画（案）を作成

・関係機関と連携したリアリティのある水防・排水訓練の実
施

動かす ねばる

戻す



８．地域との協力関係（洪水浸水想定区域図の公表） 
 秋田・湯沢河川国道事務所では、減災の取り組みの一環として、市町村長による避難勧告等の適切な発令や住民等の主体的な避難に

役立つよう、雄物川水系において想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域や家屋倒壊等氾濫想定区域を平成28年6月10日に公表し
、関係市町村に通知した。 

 今後は、市町村が行う洪水ハザードマップの作成支援を実施していく。 

課題 

 ●近年、洪水等により現在の想定を超える浸水
被害が多発。 

 ●平成２７年９月関東・東北豪雨においては、堤
防決壊に伴う氾濫流により家屋の倒壊・流出及
び多数の孤立者が発生した。 

 ●想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制
等の充実・強化 

 ●洪水に係る浸水想定区域について、想定し得
る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表。 

  （従前は、河川整備において基本となる降雨を
前提とした区域） 

 ●住民等に対し、堤防の決壊に伴う氾濫流等に
より家屋の倒壊等のおそれがある区域（家屋倒
壊等氾濫想定区域）を公表。 

方向性 

改正の概要 

雄物川浸水想定区域図（左：計画規模 右：想定最大規模）【H28.6.10公表】 26 

想定最大規模降雨：350mm/2日 計画規模（椿川地点下流）：258.7mm/2日 
計画規模（椿川地点上流）：241.4mm/2日 

対象雨量を追加（
済） 



９．対応方針（原案） 

27 

 雄物川流域における治水対策の必要性、重要性に変化はなく、概ね30年間の事業の投資結
果も確認できることなどから、事業を継続する。 

１）事業を巡る社会情勢等の変化 
• 流域内の市町村の総人口は緩やかな減少傾向で推移しており、H27年時点で約60万人。 
• 秋田県全体の米収穫量、稲作の作付面積は全国3位を誇り、そのうち雄物川流域の稲作作付面積は秋田県の約半分を占めている。 
• 秋田県は人口に占める農家人口比率について、全国第1位となっており、雄物川流域市町村でも17.8％と高い割合を示す等、雄物川は農業との関わ
りの深い河川である。 

• 昭和22年7月、昭和47年7月、昭和62年8月洪水等により甚大な被害が発生。近年においても、平成19年9月、平成23年6月洪水により被害が発生し、
ひとたび浸水した場合の被害は甚大。 

２）事業の投資効果 
• 概ね30年間の事業の費用便益比（河川整備のみ）    ： 3.9 
• 残事業（H29～H54）の費用便益比（河川整備のみ）   ： 2.5 
• 前期整備事業〔当面の整備〕（H29～H36）の費用便益比（河川整備のみ）： 3.3    

３）事業の進捗状況 
• 雄物川水系における治水安全度は未だ十分ではなく、地域の安全・安心のために引き続き事業を進め、治水安全度を向上させることが必要。 

①事業の必要性に関する視点（事業の投資効果） 

• 前期整備（平成36年まで）として、雄物川直轄管理区間の中でも相対的に治水安全度の低い中流部①区間について、堤防整備（昭和62年8月洪水対
応）及び河道掘削を実施しており、下流部への流量増に対応するため、下流部の河川整備と進捗調整しつつ治水安全度の向上を図る。また、河道
掘削については学識者に意見を伺いながら、環境に配慮した上で実施している。 

• その後も雄物川水系河川整備計画で定める河川整備を実施することで、昭和以降に発生した代表的な洪水と同規模の洪水に対して、外水氾濫によ
る浸水被害の軽減を図ることを目指す。 

②事業の進捗の見込みの視点 

• 河道整備では、河道掘削による発生土砂を堤防整備へ有効活用を図り、コストの縮減に努める。 
• 堤防の刈草や河道の伐採木等は、地域の方々へ無償で提供するなど、処分費の縮減に努める。 
• 工法への工夫や新技術の積極的な採用等によりコスト縮減に努める。 
• 代替案立案の可能性については、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、目標達成に要するコスト及び効果発現時
期等の観点から検討を実施した結果、今回提示している「築堤＋河道掘削＋成瀬ダム」が最も妥当と判断している。 

③コスト縮減の視点や代替案立案等の可能性の視点 

文章を位置部修正 

洪水の「これまでの」
を削除（済） 

当面の整備を追加（
済） 




